
 

三木市中小企業人材育成事業補助金交付要綱 
 

 （目 的） 

第１条 この要綱は、市内の中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１

５４号）第２条第１項各号に掲げるもののうち、市内に住所を有し及び、市内

に主たる事業所を有する個人又は市内に主たる事業所を有する法人であって、

市内で引き続き１年以上事業を営んでいるものをいう。以下同じ。）が実施す

る人材育成事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付し、もって企業の

育成と発展を図ることを目的とする。 

 

 （補助の対象） 

第２条 この要綱により補助を受けることができる者は、経営者又はその従業員

が中小企業大学校（以下「大学校」という。）又は職業能力開発促進センター

（以下、「センター」という。）において研修を受け、又は関西国際大学（以

下「国際大学」という。）において中小企業に関連のある公開講座等を受講し

た中小企業者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請年度において、同一の事由により交付要件を

満たす市、県及び国等の公的な補助金及び助成金その他名称の如何を問わず交

付される金銭を受けた中小企業者は対象としない。 

 

 （補助金の額） 

第３条 補助金は、大学校、センター及び国際大学へ支払った受講料の２分の

１とする。ただし、１人１科目につき、５０，０００円を超えないものとし、

１事業年度１企業につき３人を限度とする。  

 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、三木市中小企業人材育成事業補助

 金交付申請書（様式第１号）に修了証書の写し及び受講料の支払領収書等を添

 えて、市長に提出しなければならない。 

 

 （補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の申請書を受理し、審査の上適当と認めたときは、補助金

 の交付を決定し、当該申請者に対して、三木市中小企業人材育成事業補助金交

 付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

 

 （補助金の請求） 

第６条 前条の通知書を受けた者は、当該通知書を受理した日から１０日以内に

 三木市中小企業人材育成事業補助金交付請求書（様式第３号）及び三木市中小

 企業人材育成事業補助金実績報告書（様式第４号）を市長に提出しなければな

 らない。 

 

 （補助金の交付） 

第７条 市長は、前条の請求書を受理したときは、速やかに補助金を交付するも

 のとする。 

 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



 

   附 則 

 この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 


